20260819改訂
収益移転防止法に関する利用確認事項【必須】
⑴申込現在の職業 
☐ 会社員
☐ 会社役員
☐ 公務員 
☐ 自営業
☐ 派遣社員 
☐ パート・アルバイト 
☐ 年金受給 
☐ 無職 
☐ その他（ 

⑵事業内容
☐ サービス業 
☐ 卸売業/小売業 
☐ 情報通信 
☐ 飲食業 
☐ 製造業 
☐ 農業/林業/漁業 

⑶利用目的  
☐ Web等への住所掲載（HP・ネットショップ等） 
☐ Web等への住所掲載（その他）
☐ 賃貸コスト削減 
☐ ⾧期不在時にも郵便を受け取りたい 
☐ 会社住所を変更したくない 
☐ セキュリティ対策 
☐ 登記住所として利用 
☐ その他（                                   ） 

　　　 (4)法人設立予定
　　　 □あり(設立後の全部履歴事項証明書提出は必須) ※財)民事法務協会等のネット上で取得したものは不可
　　　 □なし
　　
　 (5)法人設立済み(法人申し込み) 
       □該当全部履歴事項証明書提出は必須(3ヶ月以内のもの) ※財)民事法務協会等のネット上で取得したものは不可
　　         年　　月　　日
住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
